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-------------------------------------------------------------------------------------- 

実態調査にみる「職場のパワーハラスメン

ト」の現状と予防・解決策 

◆調査の概要 

平成 24 年 3 月に厚生労働省の「職場のいじ

め・嫌がらせ問題に関する円卓会議」から「職場

のパワーハラスメントの予防・解決に向けた提言」

が公表されて 5年が経過しました。 

同省は、この間におけるパワーハラスメント

（以下、「パワハラ」）の発生状況や企業の取組

状況などを把握し、今後の施策に反映させるこ

とを目的として実態調査を実施しました。 

全国の企業と従業員を対象に、平成 28 年 7

月から 10 月にかけて実施した調査結果に基づ

き、職場のパワハラの現状と予防策、解決策等

についてまとめてみました。  

◆パワハラの発生状況 

従業員向けの相談窓口において従業員から

の相談で最も多いテーマは「パワハラ」で、

32.4％という結果が出ています。 

過去 3 年間に 1 件以上「パワハラに該当する

相談を受けた」と回答した企業は 36.3％。 

一方で、過去 3 年間に「パワハラを受けたこと

がある」と回答した従業員は 32.5％と、調査を始

めた平成 24年度から 7.2％増えています。 

◆予防・解決に向けた取組状況 

パワハラの予防・解決に向けた取組みを実施

している企業は 52.2%で、企業規模が小さくなる

と実施比率は相対的に低くなる傾向にあります

が、平成 24 年度と比較するとすべての従業員

規模の企業で比率が高くなっています。 

パワハラに限らず、従業員向けの相談窓口を

設置している企業は 73.4%あり、企業規模が小

さくなると設置比率は相対的に低くなるものの、

平成 24 年度と比較するとすべての従業員規模

の企業で比率が高くなっています。 

◆予防・解決に向けた取組みの効果 

企業がパワハラの予防・解決に向けた取組み

を積極的に実施すると、従業員にとってはパワ

ハラに関する相談がしやすくなるとともに、企業

にとってもパワハラの実態が把握しやすくなりま

す。 

また、パワハラの予防・解決に向けた取組み

を行っている企業で働く従業員は、パワハラを受

けたと感じる比率やパワハラにより心身への影

響があったとする比率が相対的に低くなる傾向

にあり、この取組みにより、職場環境が変わる、

コミュニケーションが活性化するほか、「休職者・

離職者の減少」や「メンタル不調者の減少」など

の付随効果も見られるようです。 

パワハラの予防・解決のための効果が高い取

組みとして、「相談窓口の設置」や「従業員向け

の研修の実施」を挙げている企業の比率が高く、

企業がパワハラの予防・解決に向けた取組みを

複数実施することが、従業員にとって職場環境

の改善などの効果を感じやすいとの結果が出て

います。 

高齢従業員ドライバーがいる会社は要注

意！ 

知っておきたい「道路交通法」の改正内容 

◆3月から施行 

今年 3月より改正道路交通法が施行され、高

齢運転者の交通安全対策が強化されました。 
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加齢による認知機能の低下に着目した「臨時

認知機能検査制度」や「臨時高齢者講習制度」

の新設、その他制度の見直し等が行われていま

す。 

これまで以上に免許の取消しや停止につなが

る可能性が大きくなる改正と言え、業務で運転を

する高齢従業員や通勤で車を利用している高齢

従業員がいる場合には、会社としても押さえてお

きたい内容であると思われます。 

◆高齢運転者（70歳以上）の 

運転免許更新手続の改正 

免許更新期間が満了する日における年齢が

75歳未満の方は、高齢者講習の合理化が図ら

れ、これまでの 3時間の講習が 2時間となりまし

た。 

一方、75歳以上の方に行われる認知機能検

査の結果に基づいて、「認知機能が低下してい

るおそれがある方」「認知症のおそれがある方」

は、より高度化または合理化が図られた講習が

実施されることになりました（改正前：運転適性

検査 30分＋講義 30分＋実車指導 60分＝計

2時間→改正後：運転適性検査 30分＋双方向

型講義 30分＋実車指導 60分＋個別指導 60

分＝計 3時間）。 

◆各種制度の新設 

75歳以上の運転免許を持っている方が「認知

機能が低下した場合に行われやすい一定の違

反行為」をした場合、臨時に認知機能検査を受

けることとなりました（免許更新時における認知

機能検査と同じ内容）。信号無視や横断歩道等

における横断歩行者等妨害、徐行場所違反な

ど 18の違反行為が対象となります。 

臨時認知機能検査は原則、配達証明による

受講の通知を受けた日の翌日から 1カ月以内に

受検しなければなりません。 

検査の結果、「認知機能が低下しているおそ

れがある」と判定されると、臨時高齢者講習（実

車指導 60分＋個別指導 60分）を受けることと

なります。 

臨時認知症機能検査や臨時高齢者講習を受

けないと、運転免許の取消しまたは停止となって

しまいます。 

◆臨時適正検査制度の見直し 

免許更新時および臨時の認知機能検査等で、

「認知症のおそれがある」と判定された方は、臨

時の適性検査を受けるか、認知症に関し専門的

な知識を有する医師等の診断書の提出が必要

となります。その結果、認知症であると診断され

れば免許取消し・免許停止となります。 

6 月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 

1日  

○ 労働保険の年度更新手続の開始＜7 月 10

日まで＞［労働基準監督署］ 

12日  

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納

付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前

月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜前

月以降に一括有期事業を開始している場合

＞［労働基準監督署］ 

○ 特例による住民税特別徴収税額の納付

［郵便局または銀行］ 

30日  

○ 個人の道府県民税・市町村民税の納付＜

第 1期分＞［郵便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀

行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金

事務所］  

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況報告（雇用保険の被保険

者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末日

＞［公共職業安定所］ 

雇入時及び毎年一回  

○ 健康診断個人票［事業場］ 

当事務所よりひと言 

 今回は、高齢ドライバーの問題を取り上げまし

た。超高齢社会は、中小企業の働き方にも大き

な影響を与えます。当事務所の弁護士は、先日、

年金アドバイザー４級、相続アドバイザー３級を

取得しましたが、超高齢社会においても適切な

法的サービスを提供できるよう努めて参ります。 


